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1 は じ め に
フランスの経済学者トマ・ピケティの大著『21世紀の資本』（Piketty（2014））が，統計データ
や図表を満載した700ページを超える経済学の学術書としては異例なことに，世界的なベストセ
ラーになっている．この現象の背景には，ピケティの著書の主題であるアメリカ，ヨーロッパ等
の先進資本主義国における最近の資産や所得の格差の拡大に関する世界的な関心の高まりがある
ものと思われる（ちなみに，ピケティは，日本については付随的にしか扱っていないが）1）．ピケティ
の著書は，19世紀ヨーロッパの経済状況を説明するために当時のフランスの小説家バルザックや
イギリスの小説家オースチンの作品を引用するなど，経済学の学術書としては特異なスタイルを
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1） アカデミックな議論としては，クルーグマンによる好意的な書評（Krugman（2014，2015）），ローソ
ンによる学術的な批判的コメント（Rowthorn（2014a，2014b）），アメリカ経済学会が発行する学術雑
誌 American Economic Review のピケティ特集（Weil, Auerbach, Hasett, Mankiw and Piketty（2015））
等がある．日本の雑誌による特集としては，ピケティへのインタビューやクルーグマン，ローソン等の
論説の翻訳，日本人のコメンテーターによる記事等を収録した雑誌『現代思想』2014年1月臨時増刊の
ピケティ特集号がある．また，丸尾直美氏によるアカデミックな論説（丸尾（2016）），高橋洋一氏によ
る一般向けの解説書（高橋（2015））も参照されたい．なお，ピケティの著書の題名はマルクスの『資本
論』を連想させる題名であるが，ピケティ本人は，マルクスからの影響を明確に否定している（『現代思
想』（2014）に翻訳が掲載されている I．チョティナーによるピケティへのインタビュー参照）．ピケティ
は，『現代思想』（2014）に翻訳が掲載されているニック・ピアスとマーティン・オニールによるインタ
ビューにおいて，影響を受けた経済学者として，所得分配の不平等について実証的に研究した2人の経
済学者ジェームズ・ミードとアンソニー・アトキンソンを挙げている（ミードの研究業績については
Meade（1964），アトキンソンの研究業績については Atkinson and Harrison（1978），Atkinson（2015）
を参照されたい）．
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採用していることも，経済学の専門家以外の人文系の読者を獲得することに成功した1つの要因
になったであろう．
統計データに基づくピケティの主な発見は，米国において，1930年代から1950年代まで上位所
得階層の所得の国民所得全体に占める割合が継続的に低下して所得分配が平等化したことを指摘
したクズネッツ（Kuznets（1953））の「経験法則」は1980年頃まではあてはまるが，1980年から
2010年にかけてクズネッツの「経験法則」は逆転し，顕著な所得の不平等化が最近30年間に進展
し，米国ほど極端ではないが同様の傾向はヨーロッパやカナダでもみられた，ということである．
すなわち，ピケティは，いわゆる「クズネッツ曲線」が単調な右下がりではなく，U字型にな
ることを発見したのである．ピケティは，米国について，以下のように書いている．
「1910年代から1920年代にかけて，トップ十分位は国民所得の45－50パーセントを懐に入
れていたが，それが1940年代末には30－35パーセントに下がった．格差は1950－1970年まで
その水準で横ばいだった．その後，1980年代に格差が急に高まり，2000年になると，国民所
得の45－50パーセントあたりの水準に戻っている．この変化の規模は驚異的なものだ．この
トレンドがどこまで続くのだろうと当然思ってしまう．」（Piketty（2014）邦訳書26ページ）2）
ところで，ピケティは，自らが発見した最近の先進資本主義諸国における所得格差拡大の「根
本原因」を，資本の収益率が経済成長率を上回っていることを意味するという不等式が成
り立っていることに求めようとする．ピケティは，以下のように書いている．
「もし資本収益率が長期的に成長率を大きく上回っていれば（これは経済成長率が低いとき
には，必ずとは言わないまでも起こりやすい），富の分配で格差が増大するリスクは大いに高
まる．この根本的な不等式をと書こう（は資本の平均年収益率で，利潤，配当，利子，
賃料などの資本からの収入を，その資本の総価値で割ったものだ．はその経済の成長率，つま
り所得や産出の年増加率だ）．ある意味で，この不等式が私の結論全体の論理を総括している
のだ．」（Piketty（2014）邦訳書26－27頁）
「不安定化をもたらす主要な力は，民間資本収益率が所得と産出の成長率 を長期にわ
たって大幅に上回り得るという事実と関係がある．不等式は，過去に蓄積された富が
産出や賃金より急成長するということだ．この不等式は根本的な論理矛盾を示している．事
2） ピケティはまた，米国におけるトップ百分位（トップ1パーセント）の人々の所得が国民所得に占め
る割合は，1930年に約22パーセントだったが，1950年から1980年にかけては約10パーセントで推移し，2000
年代には再び20パーセント前後まで増えたことを示している（Piketty（2014）邦訳書311ページの図8―
8参照）．
／【Ｌ：】Ｓｅｒｖｅｒ／中央大学「経済学論叢」（電算）／本文（和文）／本文２（浅田）  2017.02.22 09.54.02  Page 4 
不等式 r ＞ g は格差拡大の必要条件でも十分条件でもない（浅田） 103
業者はどうしても不労所得生活者になってしまいがちで，労働以外の何も持たない人々に対
してますます支配的な存在となる．いったん生まれた資本は，産出が増えるよりも急速に再
生産する．過去が未来を食い尽くすのだ．これが長期的富の分配動学にもたらす結果は，潜
在的にかなり恐ろしいものだ．特に資本収益率が，当初の資本規模に直接比例して増えると
いうことまで考慮するとその懸念は高まる．そして，この富の分配の格差拡大は世界的な規
模で起こっているのだ．」（Piketty（2014）邦訳書601―602頁）
ピケティはまた，近代史の大部分において先進国のは長期的にみて年率4％から5％で推移
したが は平均的にみて年率1％から2％であったという自らの計測結果を紹介し（Pikrtty
（2014）第10章），という不等式を「資本主義の中心的な矛盾」とまで形容している（Piketty
（2014）邦訳書601頁）3）．
1980年代以降米国やヨーロッパ（そしてある程度までは日本）等の先進資本主義諸国で所得分
配の不平等が拡大してきた，という事実をピケティが統計データによって裏付けたこと自体は貴
重な貢献であり，これらの諸国で長期的に不等式が維持されてきたということをピケティ
が統計的に確認したことも重要な発見であるが，それにもかかわらず，「不等式が所得格
差の拡大の根本原因である」というピケティの主張は，論理的に誤っている．
筆者が知る限り，このことを最も明確に指摘したのは，岩井克人氏である．岩井氏は，ピケティ
3） なお，ピケティは，「ラリー・サマーズ（Summers（2013））が指摘したような長期停滞に陥っている
超低金利の先進資本主義諸国では不等式が成立するかどうか」という疑問については，以下のよう
に答えている．「こうした批判には，金利と資本の収益率との混同があるようです．資本の収益率はたん
なる金利よりもはるかに広い概念です．サマーズはそう主張しているようですが，資本の収益率が現実
にゼロになるとしたら，その場合 GDPにおける資本分配率，そして経済における資本分配率はゼロに
なります．これは，いまだかつて起こったことがありません．現在，危機の5年間を含めて，資本分配
率はほとんどの先進国で20年前よりはるかに高くなっています．では，資本分配率とは何でしょうか．資
本分配率には，利払い，配当，企業収益（その一部は内部留保となってキャピタルゲインを増大させま
す），それから賃料があります．これらの形をとった資本の支払を合計してみれば，資本分配率がゼロに
なることはありません．公債の利子率を収益率の指標として使うのは間違っていると思います．」（ニッ
ク・ピアスとマーティン・オニールによるピケティへのインタビュー，『現代思想』（2014）25－26頁に
翻訳を掲載）このピケティの指摘は妥当であり，それは日本にもあてはまる．10年物の長期国債の名目
利子率を，名目 GDPの成長率を とすれば，1990年代から2000年代の「デフレ不況」下の日本では，
極めて低い のもとでとなり，名目純国債残高  の名目 GDP  に対する比率が発散しないための「ドーマー条件」を満たすことができなかったが，2013年から開
始された「アベノミクス」と呼ばれる安倍晋三政権によるデフレ脱却をめざす経済政策が開始されてか
ら，は年率プラス2％前後を維持すると同時に，は日本銀行のいわゆる「マイナス金利政策」の影
響で，2016年9月の段階で年率マイナス0.03％前後にまで下がり，「ドーマー条件」を満たすようになっ
た（「ドーマー条件」については，浅田（2016）第9章を参照されたい）．しかし，この事実は，ピケティ
の不等式の成立の可否とは何の関係もない．
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の議論を紹介したあとで，以下のように書いている．
「私はピケティ氏の仕事を尊敬しているが，以上の議論には誤りがあると思う．同氏は資
本収益率を資本の成長率とみなすが，資本家といえども所得をすべて貯蓄（再投資）する
わけではない．資本家の貯蓄率をで表すと，資本の成長率はではなく，それにを掛け
た『』だ（賃金からの貯蓄は無視する）．すなわち資本家に所得や富が集中する条件はではなく『』という不等式なのである．」（岩井（2016））
この岩井氏の主張が正しいことは，以下のようにして確認することができる．＝資本家が
保有する資本ストック，＝資本家が保有する資本ストックから得られる収益（利潤），＝資
本家の貯蓄，＝国民所得総額とすれば，，，とな
る．もしが時間を通じて一定ならばとは比例するからとなり，この場合
には  （＊）
となる．この式より，もしが一定ならば，のとき資本家の所得が国民所得に占める割合が増加し（格差拡大），のときは一定値を維持し（格差一定），のとき
は減少する（格差縮小）ことがわかる4）．一般にであるから，このことは，が一定の
とき，たとえであってもならば国民所得に占める資本家所得の割合は増加しない（所
得格差は拡大しない）ことを意味している．すなわち，ピケティの不等式は，所得格差が拡
大するための十分条件ではないのである．
本稿の以下の部分では，不等式は正常な資本主義経済では普通に成立する「資本主義の
基本原理」であるが，決してピケティが主張するような所得格差拡大を必然的にもたらす「資本
主義の中心的矛盾」などではないということを，経済学者の間ではよく知られている2種類の代
表的な経済成長モデルを用いて確認する．第2節では主流派である新古典派の経済成長モデルを
用いて検証し，第3節では非主流派であるポスト・ケインジアンの経済成長モデルを用いて検証
する．いずれのモデルにおいても長期均衡において不等式が成立するが，経済主体間の所
得格差は拡大しない．異質な2つの経済モデルを用いた検証結果が同じ結論に到達することは，
興味深い事実であると言えよう．第4節では，結論が述べられる．補論では，第3節でとりあげ
たモデルの性質をより詳細に考察している．
4） ここでは，便宜上，国民所得に占める資本家所得の割合が増加（減少）する場合を「格差拡大」（「格
差縮小」）と呼ぶことにする．
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ピケティの命題の批判的考察を意図した本稿は，はからずも，結果的に1960年代から1970年代
にかけて発展した代表的な2つの経済成長モデルのかなり詳細なサーヴェイになった．ピケティ
の命題の真偽を理論的かつ徹底的に検討することは，20世紀の後半に発展した代表的な経済成長
理論の成果を総動員して検討することにつながるのである．
2 新古典派モデルによる検証
2―1 新古典派生産関数に基づく議論
ピケティは， （1）
という式を挙げ，この式を「資本主義の第一基本法則」と名付けている（Pikkety（2014）邦訳書
56頁参照）．ただし，ここで，＝利潤／国民所得＝国民所得に占める利潤分配率，
＝利潤／資本ストック＝資本利潤率，＝資本ストック／国民所得＝資本・所得比率であ
る．
もちろん，（1）式自体は単にという定義式にすぎないので，「資本主義の第
一基本法則」というピケティの呼称は，いかにも大げさすぎる5）．それはともかくとして，1980
年代以降約30年にわたってアメリカやヨーロッパでの継続的上昇がの継続的上昇をもたら
したというピケティの観測結果に基づく主張は，もしが一定であれば，（1）式と整合的である．
しかし，実際にはも変数なので，より精密な議論が必要になる．ピケティもこのことに気付い
ているが，ピケティによる理論的説明は意外にも極めて「正統派」的である．事実，彼の説明は，
「新古典派生産関数」に基づいた「資本と労働の代替の弾力性」に依拠している6）．
以下で，新古典派生産関数の性質を簡単に概観しておこう7）．新古典派生産関数は，通常  （2）
と書かれ，通常は「1次同次」と仮定されている．ここで，＝実質国民所得，＝実質資本ス
5） 変数，，をすべて名目値で定義しても，すべて物価でデフレートした実質値で定義しても，（1）
式は成立するが，以下では便宜上，すべての変数は実質値で定義されているものとする．
6） ピケティは，以下のように書いている．「経済学ではしばしば『生産関数』という概念を用いる．ある
社会に存在する各種技術的可能性を反映した数式だ．生産関数の特徴は，資本と労働の代替弾力性を定
めることだ．つまり，必要な財やサービスを生み出すための労働を，資本でどのくらい容易に代替でき
るか（あるいは，資本を労働でどれだけ容易に代替できるか）を表す．」（Piketty（2014）邦訳書225頁）
7） 以下の叙述は，浅田（1997）序章，浅田（2016）第5章に基づいている．
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トック，＝労働投入量（労働雇用量）である．「1次同次」とは，数学的には，すべての非負の
実数について  （3）
となること，経済学の用語では「規模に関する収穫不変」を意味する．（3）式はの場合で
も成立するから，を（3）式に代入すれば， ; ， （4）
となる．ここで，は労働の平均生産性，は資本・労働比率（資本集約度）である．新古典派
生産関数では通常，，， （5）
と仮定されているから，典型的な新古典派生産関数のグラフは図1のようになる．
ここで，資本の限界生産力  ，労働の限界生産力  を以下のように定義する．， （6）
（4）式に合成関数の微分の公式を適用すれば    （7）
となるから，生産関数の接線の傾き は資本の限界生産力を示し，は，資本の限
界生産力が逓減することを意味している．
ところで，簡単化のために減価償却費や原材料費を無視すれば，利潤率（資本ストック1単位
あたりの利潤）は，
図1 新古典派生産関数
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と定義される．ただし，は労働1単位あたりの実質賃金率である．新古典派理論における生産
技術の選択基準は通常，プライス・テイカー（価格受容者）として行動する完全競争企業が「利
潤率」を最大化する資本・労働比率を選択する，という基準である．そのようなは，を
所与として（8）式におけるを最大化することにより， （9）
という条件を満たすであることがわかる8）．すなわち，結果的に利潤率が資本の限界生産力に
等しくなる．このとき （10）
となるが，生産関数が1次同次ならば     （11）
が成立するという「オイラーの定理」により，の場合には自動的にになる．す
なわち，実質賃金率が労働の限界生産力に等しくなる．これらの関係は，図2のように表すこと
ができる．
8） 最大化の1階の条件は，  となるから，この条件を書き直せば， となる．また，1階の条件が成立する場合には   となるから，2階の条件も成立する．
図2 新古典派生産関数の性質
不等式は格差拡大の必要条件でも十分条件でもない
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図2から，実質賃金率，資本・労働比率，資本・所得比率はいずれも利潤
率の関数であり，しかも，それらはいずれもの減少関数であることがわかる．図3は，これ
らの事実を図解するもう1つの方法である．（8）式において とをそれぞれ ，に固定すれ
ば，  （12）
という式が得られるが，この式のグラフは，図3における直線   のようになる．この直線
の傾きはであり，縦軸切片は ，横軸切片は  になる．直線  についても，同様に解釈が成り立つ．これらの直線を「賃金・利潤直線」と呼ぶことに
する．図3における原点に対して凸の右下がりの曲線 は，無数に存在する賃金・利潤直線
群の外側包絡線（outer envepole）であり，「賃金・利潤フロンティア」（wage-profit frontier）と
呼ばれる．それは，所与ののもとでを最大にする生産技術を選択した場合のとの軌跡
であり，これが新古典派モデルにおける利潤率と実質賃金率の関係を表している．また，図3よ
り，賃金・利潤フロンティアの傾きの絶対値が資本・労働比率に等しいこと，すなわち，ないしは   （13）
となることがわかる9）．（13）式から賃金・利潤フロンティアの「弾力性」    を計算
すれば， ＝利潤所得賃金所得 （14）
図3 新古典派モデルにおける賃金・利潤フロンティア
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となる．この式は，賃金・利潤フロンティアの「弾力性」が利潤・賃金比率（賃金所得に対する
利潤所得の相対的分け前）に等しいことを示している，たとえば，，である図3の点では＝の長さの長さ・の長さの長さ＝の長さの長さ （15）
が賃金・利潤比率を表し，点では，＝の長さの長さが賃金・利潤比率を表している．したがっ
て，点における利潤分配率（ 利潤賃金＋利潤）は＝の長さの長さ になり，点における利潤分配
率は＝の長さの長さ になる．
ただし，「要素価格比率」の増加がおよびの増加を誘発したときに利潤
分配率が増加するか減少するか一定であるかは，新古典派理論においては，               （16）
と定義された「代替の弾力性」（elasticity of substitution）に依存する．具体的には，以下の命題
が成立することが知られている10）．
命題1
（1） ならば，は，およびの増加関数である．
（2） ならば，は，およびの減少関数である．
（3） ならば，，が変化してもは一定である．
命題1は，が定数でなくても成立する命題であるが，特にが1でない正の定数の場合には，
9） このことは，以下のようにして解析的に証明することができる．という式をで微分すれ
ば，
  となるが，この式に利潤率最大化の1階の条件 を代入すれば，となる．この式を書き直せば，本文の（13）式を得る．
10） 命題1（1）の証明の概要は，以下のとおりである．図2または図3により，およびはの増加関
数である．そこで，との関係を考えるだけでよい．であると仮定しよう．このときが上
昇（が低下）すればは上昇するが，ならばの低下率よりの上昇率の方が
大きいので，    は上昇する．したがって， も上昇する．（2）と（3）についても，
同様の方法で証明できる．
不等式は格差拡大の必要条件でも十分条件でもない
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生産関数を以下のような「CES（Constant Elasticity of Substitution）生産関数」として表せるこ
とが知られている11）．     （17）
ここで，，である．この生産関数が新古典派生産関数の性質（3），（4），（5）を満
たすことを確かめることができる（今井・宇沢他（1971）第2章参照）．また，
ならば，CES生産関数の場合以下の関係が成立することが知られている（Rowthorn（2014a，2014
b）参照）．   （18）    （19）
（19）式を時間で微分すれば，   （20）
となる．ここで，，    はそれぞれ，との成長率である．記号の
上のドット（・）は，時間に関する微分を表す．（20）式は，の成長率との成長率が同符号
か異符号かは，資本と労働の代替の弾力性が1より大きいか小さいかに依存する，というこ
とを意味している．
なお，（17）式の両辺の対数をとってとすれば，その極限において生産関数は，以下のよ
うな，代替の弾力性が1である「コブ・ダグラス型生産関数」になる12）． ; ， （21）
このとき，（18）－（20）式は，それぞれ以下のようになる．   （22）
11） Rowthorn（2014a，2014b）参照．また，今井・宇沢他（1971）第2章も参照されたい．Rowthorn（2014a，
2014b）では外生的なハロッド中立的技術進歩（労働増大的な技術進歩）が仮定されているが，ここでは，
技術進歩を捨象している．
12） 証明については，今井・宇沢他（1971）121頁を参照されたい．証明には，「ロピタルの定理」を用い
る．
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がいかなる値であろうと，常に  （24）
ピケティとローソンは，まさに，新古典派生産関数のこれらの性質に基づいて議論をしている．
彼らの議論には，単純な1財モデルから離れて現実的な多数材モデルに移行すると，極めて制約
的な条件を満たす特殊な場合を除いて，本項で要約した性質を持つ「新古典派生産関数」は存在
しなくなる，という Sraffa（1960）に端を発する「ケンブリッジ資本論争」の成果は全く受け継
がれていない13）．
それはともかくとして，ピケティは Piketty（2014）第6章において，最近数十年間における
先進資本主義諸国における資本と労働の代替の弾力性は1より大きい（具体的には1.3から1.6の間）
という自らの計測結果を提示し，それに基づいて，の上昇がの上昇をもたらした，と
いう因果関係を主張している．他方，ローソンは，Rowthorn（2014a，2014b）において，ピケ
ティと正反対に，が1より小さい（具体的には0.4から0.8の間）という Chirinko（2008）等の計
測結果を紹介しながら，むしろの低下がの上昇をもたらした，と主張している14）．
「格差拡大」（国民所得に占める利潤の分配率の上昇）の原因に関する以上のピケティとローソ
ンの議論は，その結論は正反対であるとはいえ，いずれも，ピケティが「格差拡大の根本的な力」
13） ローソンは，以下のように述べている．「以下の分析は要素シェアに関する新古典派理論に依拠してい
る．この理論は理論的・実証的双方の見地からしばしば非難されてきたが，ピケティが用いているのは
まさにこの理論なのであって，私は単に彼の範に追従しているだけである．さらに言えば，私は，その
論拠薄弱さにもかかわらず，この理論が現実に対して何らかの光をあてるものであると信じている．」
（Rowthorn（2014b）邦訳183頁）また，Piketty（2014）第6章では1960年代の経済成長理論をめぐる「ケ
ンブリッジ論争」について言及されているが，それと密接な関係がある，多部門モデルにおける新古典
派の集計的生産関数の不存在をめぐる，数学的な理論モデルを用いた「ケンブリッジ資本論争」につい
ては，全く触れられていない．Piketty（2015）では，自分が採用した新古典派生産関数を用いた完全競
争の1財資本蓄積モデルは実はあまり好きではなく，多部門の資本蓄積モデルを用いるべきだと思って
いる，と述べられているが，ケンブリッジ資本論争の成果については，全く意識していないように見受
けられる．ケンブリッジ資本論争の成果の数式や図を用いた整理については，Samuelson（1962），
Harcourt（1972），および浅田（1986）を参照されたい．
14） Rowthorn（2014a，2015b）は，ピケティは直接資本・所得比率を計測するのではなく，その「代
理変数」としてを計測してそれをとみなしている，ということを指摘している．ここで， は株式，住宅，その他資産の貨幣価値としての「富」であり，もも貨幣価値で表されているも
のとする．ここで，は Kaldor（1966）やMarris（1967）によって「評価比率」（valuation ratio）
と呼ばれたものであるが，上場企業の場合には「トービンの Q」と一致することを，ローソンは指摘し
ている．ローソンは，「最近数十年の間，先進資本主義国ではが低下したにもかかわらず，それ以
上にが上昇したために，が上昇し，それをピケティはの上昇と誤認した」，と主張して
いる．
不等式は格差拡大の必要条件でも十分条件でもない
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（Piketty（2014）邦訳書27頁）とまで主張している不等式（利潤率＞国民所得の成長率）が何
の役割もはたしていないことは，明らかである．実際，不等式は，論理的には，上昇の
ための必要条件でもないし，十分条件でもない．それが十分条件ではない（「ならばが上
昇する」という命題が成り立たない）ことは，（21）式で示される「コブ・ダグラス型生産関数」の
場合にはが正であるか否かに関わりなく常にが一定である，という事実を指摘するだけ
で証明できる．それが必要条件でもない（「が上昇するならばである」という命題も成り立
たない）ことは，本項で紹介したピケティとローソンの議論は，資本と労働の「代替の弾力性」
の値のみに基づいており，が正であるかどうかとは無関係であるということからわかる．
2―2 新古典派最適成長モデルに基づく議論
以上の説明だけでこの節を終えてもよいのであるが，以下では，若干の補足を述べておく．マ
ンキュー（Mankiw（2015））は，「確かにだが，それがどうした？」（Yes，. So What？）
という辛辣な題名のピケティ批判論文において，標準的な新古典派経済成長モデルの定常状態（長
期均衡）においては，が一定値を保つ（賃金所得と利潤所得の格差は拡大しない）にもかかわら
ず，通常はであることを指摘している．
このマンキューの指摘は正しいが，以下では，この主張を，極めてありふれた典型的な新古典
派最適成長モデル（いわゆるラムゼー・モデル）によって例証することにしよう．このようなモ
デルは，Chiang（1992），Romer（2006）等多くの教科書で解説されているが，ここでは，Chiang
（1992）第9章のモデルをさらに簡略化したバージョンを用いている15）．
まず，資本蓄積に関する動学方程式を以下のようにして導出する．投資と貯蓄が一致し，さら
に投資が資本蓄積に結実するという関係は，以下の式によって表される．  （25）
ここで，＝実質資本ストック，＝実質投資，＝実質貯蓄，＝実質国民所得，＝実質消費
であり，は時点を表す記号である．ところで，（＝労働投入量，＝資本・労働
比率）という式を時間で微分すれば， （26）
となる．（25）式の両辺をで割って（26）式を代入すれば，
15） 現在では，「ラムゼー・モデル」はケインズ理論とは対極の位置にある新古典派経済成長モデルのプロ
トタイプとみなされているが，意外なことに，このモデルの起源は1928年という異例に早い時期に当時
イギリスの王立経済学会の機関紙「エコノミック・ジャーナル」の編集長であったケインズによって高
く評価され，ケインズによって同誌に掲載されたラムゼーの先駆的な論文（Ramsey（1928））である．
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 ; ， （27）
となる．新古典派理論に従って，労働の完全雇用を天下り的に仮定し，労働人口は外生的に与え
られた正の値の率で成長するものと仮定すれば，あるいは， （28）
となる．ここで，は，労働人口の初期値を示す定数である．さらに，（4）式と（5）式で表される
新古典派生産関数によって生産技術が表されるものと仮定する．（4）式と（28）式を（27）式に代入
すれば，  （29）
となる．
典型的なラムゼー・モデルでは通常，以下のような目的関数を持つ，資本家と労働者を兼ねる
同質的な「代表的家計」から成り立つグループの存在を想定する．    （30）
ここで， は代表的経済主体の人口1単位あたりの効用であり， ，  （31）
という性質を持っているものとする．（30）式は代表的経済主体の効用の割引現在価値であり，
は代表的経済主体の割引率である．なお，積分を収束させるためという技術上の理由により，通
常  （32）
と仮定されている．
ラムゼー・モデルでは，微分方程式（29）式および若干の追加的な制約条件のもとで（30）式で
表されるを最大化する「動学的最適化」（dynamic optimization）の観点から代表的経済主体がの時間経路を選ぶ，と想定されている．具体的には，代表的経済主体の最大化問題を以下
のように書くことができる．
Maximize    （33）
subject to ， （34）
不等式は格差拡大の必要条件でも十分条件でもない
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ただし，は制御変数（control variable）であり，は状態変数（costate variable）である．
この動学的最適化問題は，以下のように「ポントリャーギンの最大値原理」を用いて解くことが
できる（Chiang（1992）第9章参照）．
まず，「経常値ハミルトン関数」（Current-value Hamiltonian） を以下にように定義する．     （36）
ここで，は補助変数（costate variable）である．このとき，最適化のための一組の必要条
件は，以下のようになる． for all0 （37）     for all  （38）   for all  （39）  （40）
なお，（39）式は事実上動学的な制約条件（34）式と同じであり，（40）式は補助変数が満たすべ
き「横断条件」（transversality condition）である．内点解を仮定すれば，（37）式は以下のように
なる16）．   for all  （41）
（38）－（41）式を書き直せば，以下のような横断条件付きの2変数の非線形微分方程式システムを
得る．  （42a）     （42b）
16）
   だから，2階の条件は満たされている．
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  （42c）
このシステムの均衡解（定常解）  は，以下の連立方程式の解として与えられる． （43a） （43b）
図4は，システム（42）の位相図である．この図におけるの軌跡は，（43a）式を満たす
との軌跡である．図4の点は，（43a）式におけるを最大にする点なので，（43a）式をで
微分してゼロと置くことにより，図4の点におけるであるにおいて  （44）
が成立することがわかる．他方，図4におけるをもたらす垂直線は，（43b）式を満たすの軌跡であるので，（43b）式と（32）式により，  （45）
となることがわかる．が仮定されているから，（44）式と（45）式より， （46）
となることがわかる．また，（42a）式と（42b）式により，，  （47）
となるので，図4の均衡点以外の点では，矢印の方向にとが動くことがわかる．
図4 システム（42）の位相図
不等式は格差拡大の必要条件でも十分条件でもない
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図4からわかるように，均衡点は，「サドル・ポイント」になる．すなわち，およびのような均衡点に収束する2本の経路が存在し，それ以外の経路は均衡点に収束せず，発散
する17）．ところが，均衡点に収束する経路以外では横断条件（42c）を満たさないので，均衡点
に収束する経路のみが「最適性」の条件を満たす．ラムゼー・モデルでは，「状態変数」の初
期値は所与であり，自由に選ぶことはできないが，「コントロール変数」の初期値
は自由に選ぶことができるので，代表的経済主体は均衡点に収束する「最適」な経路を「選択」
することが想定されている．したがって，ラムゼー・モデルにおいては，必ず，最終的には  となる均衡点（定常点）が達成される．
ところで，ラムゼー・モデルの背景をなす新古典派経済理論では資本の限界生産力 は利
潤率（資本の収益率）と一致し，実質国民所得の成長率 は，および
が一定になる均衡点においては （48）
となるので，（45）式より，最終的に達成される均衡点において ， （49）
すなわち，ピケティの不等式が成立していることがわかる18）．それにもかかわらず，均衡
点においては   ＝一定 （50）
となり，利潤分配率はピケティの主張に反して，上昇することはなく，一定の値を保ち続け
るのである．
もっとも，本項で紹介されたような労働者と資本家を兼ねる単一の「代表的経済主体」のグルー
プの存在を仮定するモデルでは，賃金所得も利潤所得も同一の代表的経済主体の家計の所得にな
るのであり，国民所得に占める利潤分配率が変化しても，それ自体は同一の経済主体の家計内で
17） 事実，連立微分方程式（42a），（42b）の均衡点で評価したヤコービ行列の特性方程式が1個の正根と
1個の負根を持つことを示すことができる（証明略）．
18） ここでは技術進歩による生産関数のシフトを無視しているが，もし労働生産性が外生的に与えられたの率で増加する「ハロッド中立」（労働増大的）な技術進歩がモデルに導入されれば，（49）式が と変更されるだけである．ただし，  は，「効率労働」1単位
あたりの資本量であり，が仮定されている（Chiang（1992）第9章参照）．すなわち，こ
の場合には，労働人口の成長率に技術進歩率（労働生産性の増加率）の分だけ上乗せされた値が均
衡成長率（自然成長率）になるのである．
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の所得範疇の内訳が変化するのみであり，それ自体が異なった経済主体間の所得分配の「不平等
化」を促進するわけでもないし，「平等化」を促進するわけでもない．その意味では，新古典派
理論に特有の「代表的経済主体」モデルは，もともと，所得分配の不平等化に起因する経済主体
間の「所得格差」の拡大を論ずるピケティの問題意識に答え得るような理論構成にはなっていな
い．そのような問題意識に答えるためには，次節で取り上げるような，「労働者」（workers）と
「資本家」（capitalists）という異なった2種類の経済主体間の所得分配を分析するポスト・ケイ
ンジアンの二階級モデル（two class model）のほうがふさわしいであろう．
3 ポスト・ケインジアン・モデルによる検証
3―1 ポスト・ケインジアン・モデルにおける長期均衡の位置づけ
本節では，前節で考察した新古典派経済学とは異なった知的伝統に属するカレツキ（Kalecki
（1971）），ロビンソン（Robinson（1956）），カルドア（Kaldor（1956，1966）），パシネッティ（Pasinetti
（1962，1974））等によって発展させられた，経済成長と所得分配に関するポスト・ケインジアン
（Post Keynesians）の二階級モデルを用いて，ピケティが提起した問題を検証する．その結果，こ
のモデルの長期均衡解においてもピケティの不等式が成立するにもかかわらず，資本家と
労働者の間の所得格差は拡大しないことが判明する．
次項でポスト・ケインジアン・モデルにおける均衡成長経路の性質を検討するが，その前に，
本項で，ポスト・ケインジアン理論においては均衡成長経路（長期均衡）の位置づけが新古典派
理論とは異なることを確認しておく．
図5は，ポスト・ケインジアン理論における均衡成長経路の位置づけを説明する概念図であ
る19）．この図の点線のグラフは，「自然成長率」で成長する「完全雇用実質国民所
得」の成長経路である．ここで，は労働人口成長率，は労働生産性成長率（技術進歩率）で
あり，単純化のために，いずれも外生的に与えられた定数であると仮定されている．他方，実線
で表される経路は，好況と不況の交代を伴う景気循環によって特徴づけられる現実の実質国民所
得の成長経路であり，完全雇用実質国民所得の成長経路は現実の実質国民所得の成長経路の「天
井」になっている．現実の成長経路は，外生的な「ショック」のみならず，政府や中央銀行によ
る財政金融政策等の「内生的」な要因によっても影響を受けるが．現実の実質国民所得の循環的
変動をならしてみると，結果的に「平均成長経路」ないしは「失業率一定経路」が浮かび
上がってくる．「平均成長経路」は「完全雇用成長経路」より下にあるので，新古典派モデルと
は異なり，長期的な平均失業率は正になるが，「平均成長経路」上でも，実質国民所得の成長率
19） この図は，浅田（1986）および浅田（2016）第8章に掲載されている図と事実上同じである．
不等式は格差拡大の必要条件でも十分条件でもない
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は「自然成長率」と一致する．以下では，この長期的・平均的に実現される「平均成長経
路」を「均衡成長経路」と同一視し，このような特殊な意味での「長期均衡」における経済成長
と所得分配に関するポスト・ケインジアン・モデルの解について考察する20）．
3―2 カレツキ＝ロビンソン流の成長・分配モデルの長期均衡解におけるピケティの問題21）
まず，「労働者は貯蓄しないが資本家は利潤所得の一部を貯蓄する」という想定のもとにおけ
るカレツキ（Kalecki（1971））やロビンソン（Robinson（1956））の単純なモデルを取り上げる．
この場合には，貯蓄と投資が一致することを意味するマクロ均衡条件は， （51）
となる．ここで，＝実質資本ストック，＝実質投資支出，＝実質貯蓄，＝実質利潤所得で
あり，投資が資本蓄積に結実する  ことが仮定されている22）．は資本家の貯蓄行動によっ
て決まる利潤所得からの平均貯蓄性向であり， （52）
という条件を満たす定数であると仮定されている23）．（51）式を書き直せば
20） このポスト・ケンジアンの「長期均衡」概念は，図4の点のような常に完全雇用を保ちながら動く
現実の成長経路の漸近的な到達点という意味での新古典派的な「長期均衡」概念と，明らかに異なって
いる．
21） 本項は，部分的に Kalecki（1971）邦訳書訳者解説（浅田）および浅田（2016）第8章に依拠している．
22） ここでは第2節と同様に，単純化のために，資本減耗は捨象されている．
23） ポスト・ケインジアンの理論では通常，第2節で考察したラムゼー・モデルのように貯蓄率が全知全
能の経済主体による動学的最適化の結果決まるものとは考えず，限定合理的な環境のもとに行動する経
済主体の「経験則」（rule of thumb）による慣習的行動によって決まるものと想定されている．実は，新
図5 ポスト・ケインジアン・モデルにおける均衡成長経路の位置づけ
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 （53）
となるが，この式の両辺をで割れば，     （54）
となる．ここで，＝利潤率，＝投資率（資本蓄積率）である．
（54）式がカレツキ＝ロビンソン流の「利潤率決定式」である．彼等は，ケインズ経済学の伝統
に従って，「右辺の投資率（資本蓄積率）が左辺の利潤率を決定する」という因果関係を想定し
ている．すなわち，カレツキやロビンソンの理論は，ケインズの有効需要の理論を国民所得の決
定のみならず利潤率の決定にも応用したものとみなすことができる．（54）式では利潤率の決定に
第2節で紹介した新古典派生産関数は何の役割も演じておらず，また，（54）式の導出にあたって，
現実の経済が「長期均衡」状態にあることは何ら仮定されていなかったことにも留意すべきであ
る．ただし，追加的に現実の経済が＝一定， （55）
（ただし，は実質国民所得，は雇用労働量であり，＝労働供給量でもよい）という「長期
均衡」状態にあることを仮定すると，（54）式は    （56）
となるので，である限り長期均衡においてピケティの不等式が成立するが，この
モデルにおいても長期均衡においては第2節の（50）式と同様の式が成立するので，国民所得に
占める利潤の分配率は一定になり，資本家と労働者の間の経済格差は拡大しないのである．なお，
（56）式によればは に比例するので，が上昇してもを保ったままも上昇し，と 
の差は縮まらない．すなわち，このモデルでは，経済成長こそ利潤の源泉であり，その逆ではな
い．それは，ケインズ・モデルにおいては投資こそが所得の源泉であってその逆ではないことに
対応している．
3―3 カルドアとパシネッティによる一般化とピケティの問題
（54）式で表されるカレツキ＝ロビンソンの単純な利潤率決定式は，労働者は貯蓄しない（賃金
所得のすべてを消費に振り向ける）という仮定に基づいていた．カルドア（Kaldor（1956））は，労
働者が貯蓄をする場合にこのカレツキ＝ロビンソン公式を拡張しようと試みた．カルドアの議論
古典派モデルでも，いわゆる「ソロー・モデル」の場合は，同様の単純な貯蓄行動が仮定されている（Solow
（1956），Romer（2006）第1章参照）．
不等式は格差拡大の必要条件でも十分条件でもない
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は，以下のように要約できる．
カルドアは， というカレツキ＝ロビンソン流の単純な貯蓄関数に代えて，
以下のような貯蓄関数を提案している．    （57）
ここで， は実質賃金所得  ，は賃金所得からの平均貯蓄性向（定数）で， （58）
と仮定されている24）．不等式（58）は，労働者よりも資本家のほうが所得のうちより多くの部分
を貯蓄に回す余裕がある，という経験的事実に基づいている．マクロ均衡条件を（57）式
に代入してについて解けば，   （59）
となる．この式を書き直すと，利潤分配率と利潤率に関する以下の2つの関係式が得られ
る．      （60）       （61）
これらの式が，カルドア・モデルにおける利潤分配率と利潤率の決定式であるとみなすことが
できるが，パシネッティ（Pasinetti（1962，1974））は，カルドアの貯蓄関数には，労働者が貯蓄
すれば労働者も利潤の一部を利子所得として受け取るということを無視している，という意味で
論理的欠陥があることを指摘した．この欠陥を是正して貯蓄関数を修正すれば，一定の追加的仮
定のもとで，労働者と資本家が共存する均衡成長経路上では，カルドアの利潤率決定式（61）は
妥当せず，労働者が貯蓄しているにもかかわらずカレツキ＝ロビンソン流の単純な利潤率決定式
（54）が妥当する，という一見すると意外な結論をパシネッティは論理的に証明した．これが，い
わゆる「パシネッティ定理」（Pasinetti theorem）ないしは「パシネッティの逆説」（Pasinetti
paradox）と呼ばれる命題に他ならない．
24） ここで使用した記号 は「賃金所得」（Wage income）を表しており，注14）で用いた「富」（Wealth）
を表す と同じ記号を用いているが，意味は異なる．
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パシネッティ（Pasinetti（1962，1974））の議論のエッセンスは，以下のように要約することが
できる．まず，以下の諸関係を想定する． （62） （63） （64）   （65） （66）
ここで，＝労働者に帰属する利潤，＝資本家に帰属する利潤，＝労働者に帰属する資
本ストック，資本家に帰属する資本ストック，＝労働者の貯蓄，＝資本家の貯蓄，
＝労働者の平均貯蓄性向，＝資本家の平均貯蓄性向であり， （67）
と仮定されている．パシネッティは，均衡成長の条件として，以下の2つの条件を置いている．
［条件1］ 労働者が所有する資本ストックの収益率と資本家が所有する資本ストックの収益率
は等しい．すなわち， （68）
［条件2］ 労働者が所有する資産の成長率と資本家が所有する資産の成長率は等しい．すなわ
ち，  （69）
（68）式と（69）式が成立すれば，自動的に （70）
となる．（64），（65），（66）の各式を（70）式に代入すれば，
不等式は格差拡大の必要条件でも十分条件でもない
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    （71）
となる．（71）式から，   （72）
および     （73）
という関係が得られるが，（73）式は，という仮定のもとで導出されたにもかかわらず，という仮定のもとで導出されたロビンソン＝カレツキ公式（54）式と正確に一致する．す
なわち，資本家のみならず労働者も貯蓄するにもかかわらず均衡利潤率の決定に労働者の貯蓄率も生産関数の形状も何の影響も及ぼさない．この結論が，「パシネッティ定理」に他ならな
い25）．この場合にも均衡成長経路上では（55）式が成立するから（56）式も成立し，したがってである限りピケティの不等式が成立する．しかし，このモデルの均衡成長経路上で
は（50）式も成立するので，利潤所得と賃金所得の比率（ただし，このモデルではこの比率は「資
本家所得と労働者所得の比率」ではない）も一定値を保つ．
なお，（71）式から   （74）
という等式が導かれる．また，パシネッティは，この均衡成長経路において      ，       （75）
25） この結論を導くために，労働者が保有する資産と資本家が保有する資産の収益率が等しいという（68）
式で示される［条件1］が重要な役割を演ずる．Rowthorn（2014b）は，労働者と資本家の間に資産運
用能力に差があり得るために  （ただし，，）の場合に
は，（17）式で表される CES生産関数を前提にすれば     
という関係式が成立することを証明している．ここで，  は，平均利潤率で
ある．この式は，一般に資本家と労働者の資産の収益率に差があればも生産関数の形状も均衡におけ
るの決定に影響を及ぼすことを示している．なお，この式においてと置けば，  ，
すなわち，本文の（73）式を得る．
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となることを証明している26）．
（74）式は，「もし労働者が得る利潤を資本家が取得したならばなされたであろう資本家の
貯蓄（（74）式の左辺）が労働者が実際に行う貯蓄（（74）式の右辺）と正確に等しくなる」ことを
意味している．また，均衡成長経路上では   ＝一定 （76）
となるので，（75）式は，均衡成長経路上において労働者が保有する資本ストックと資本家が保有
する資本ストックの比率が一定になることを意味している．このことは，賃金所得と利潤所得の
比率のみならず，労働者所得と資本家所得の比率も一定になり，ピケティの不等式が成立
しているにもかかわらず，資産や所得の格差が拡大しないことを意味している．
なお，本項で紹介した「パシネッティ均衡」のほかにそれと双対的なもう1つの均衡（サムエ
ルソン＝モディリアーニ均衡）も論理的には存在し得る，ということが Samuelson and Modigliani
（1966）によって指摘されている．両均衡の比較については，本稿の補論を参照されたい．
4 結 論
本稿では，1980年から2010年に至る30年間に米国やヨーロッパ（そしてある程度までは日本）で
所得分配の不平等化が進展したという事実を統計データの分析によってピケティが発見したこと
は高く評価できるが，所得格差拡大の原因に関するピケティの理論的説明には論理的な欠陥があ
ることを，新古典派経済成長モデルとポスト・ケインジアンの経済成長モデルの双方を詳細に検
討することによって指摘した．また，ピケティの本来の意図は所得格差拡大の背後にある社会経
済的要因を探ることであると思われるが，理論的解釈の際にピケティが依拠する完全競争と代表
的個人の最適化行動を前提にする新古典派モデルでは，所得分配率は生産関数の技術的パラメー
ターによって決まってしまい，社会経済的要因をモデルに導入する余地がない．それに対して，
本稿の補論で指摘したように，不完全競争と整合的なポスト・ケインジアンの2階級モデルに
は，所得分配の決定要因として社会経済的要因を導入する余地がある．したがって，ピケティの
本来の意図に沿った理論的解釈のための分析装置としては，新古典派モデルよりは，ポスト・ケ
インジアン・モデルのほうが有望であろう．
26） Pasinetti（1974）p.130参照．
不等式は格差拡大の必要条件でも十分条件でもない
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補論 パシネッティ均衡とサムエルソン＝モディリアーニ均衡の比較
サムエルソン＝モディリアーニ（Samuelson and Modigliani（1966））は，本文の（68）式［条
件1］と（69）式［条件2］が満たされている場合には単にであるだけではなく，必ず （A1）
という不等式が満たされていることを指摘した27）．そのうえで，サムエルソン＝モディリアーニ
は，もしこの不等式が満たされない場合には何が起こるかを検討した．サムエルソン＝モディリ
アーニに従い，（68）式は保持したままで，すなわち，     （A2）
と仮定してみよう．このとき，を（A2）式に代入すれば，   （A3）
となる．（A3）式の両辺をで割って（68）式を考慮すれば，      （A4）
という不等式を得る．（A4）式は，労働者階級の資産の成長率が資本家階級の資産の成長率を上
回っていることを意味しており，このような状態が持続すれば，資本家階級の資産が経済全体の
資産に占める割合は，次第に無視し得るほど小さくなっていく．すなわち，   （A5）
という，ピケティの観測結果とは正反対の事態が発生する．
この場合には，このモデルは究極的には資本家階級が消滅する「一階級モデル」に還元されて
27） この不等式は，以下のようにして証明することができる．だから，    
という式を得る．この式と本文の（74）式により，所望の式  
を得る．
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しまい，その最終の状態においては （A6）
すなわち，     （A7）
という関係式が成立する．これが，サムエルソン＝モディリアーニによるパシネッティに対する
長大な批判論文の骨子である．（A7）式を，サムエルソン＝モディリアーニは，パシネッティ定
理（73）式に対する「双対定理」（dual theorem）と名付けている．（A7）式が成立する場合には，
資本家の貯蓄性向と資本蓄積率のみによって利潤率を決定することができなくなり，
そのかわりに，労働者の貯蓄性向と資本蓄積率のみによって資本・所得比率が決定される
のである．
それでは，パシネッティの議論とサムエルソン＝モディリアーニの議論は，どのような関係に
あるのであろうか．この問題は，ミード（Meade（1966））によって導入された図 A1を用いて
考察することができる．
図 A1においては「自然成長率」，すなわち，「労働人口成長率＋技術進歩率」を表して
いる．労働の完全雇用（ないしは一定率の失業率）を維持する均衡成長が可能であるためには，も
ちろん， （A8）
という条件が満たされていなければならない．
図 A1において，線分と以外の領域では均衡成長は不可能であることを，以下のよう
にして証明することができる28）．
（a） まず，半直線の下側ではとなり賃金所得が負になるから，経済的に無意味であ
ることは明らかである．
（b） 半直線の右側においては，均衡成長解は存在しない．
（証明）この領域では  であるから，となり，資本家
によって所有されている資本ストックは自然成長率より速い率で成長する．したがっ
28） 以下の説明は，主として Näslund and Sellstedt（1978）Chapter5に依拠している．ただし，以下の
説明では，労働者が保有する資産と資本家が保有する資産は収益率が等しいことが仮定されている．
不等式は格差拡大の必要条件でも十分条件でもない
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て，究極的には総資本ストックの成長率は自然成長率を上回ることになり，均衡に矛盾す
る．
（c） 線分より上の領域においては，均衡成長解は存在しない．
（証明）この領域では，  だから，     となり，均衡
成長と矛盾する．
（d） の内側においては，均衡成長解は存在しない．
（証明）この領域では，  および  ，すなわちおよびが成立する．前者の不等式は，資本家が所有する資本ストッ
図A1 パシネッティ領域とサムエルソン＝モディリアーニ領域
図A2 パシネッティ均衡とサムエルソン＝モディリアーニ均衡
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クの成長率が自然成長率を下回ることを示している．後者の不等式は，もし労働者が資本
ストックをすべて所有すれば資本ストックの成長率が自然成長率を下回ることを示してい
る．したがって，いずれにしても究極的には資本ストックの成長率が自然成長率を下回る
ことになり，長期均衡と矛盾する．
（e） 線分線上（点を含む）では，かつであるから，
となる．この場合には，すでに考察したように，究極的にはすべての資本ストックは労働
者に移転されてしまい，      だから，この領域は，
究極的には均衡成長が実現する「サムエルソン＝モディリアーニ領域」である．
（f） 線分線上（点を含まない）では，  かつ，すなわち，だから，パシネッティの領域であり，異なる貯蓄性向を持った資本家と労働者
の二階級が共存する均衡成長が可能になる．本稿の第3節で述べたように，この領域では
ピケティの不等式が成立しているにもかかわらず，資本家と労働者の間で資産や所
得の格差は拡大しない．
Meade（1966）が指摘しているように，図 A1のサムエルソンーモディリアーニ領域（
点を含む）とパシネッティ領域（点を除く）のうちどちらが出現するかは，生産技術の性
質に依存する．たとえば，本文の（21）式のような「コブ・ダグラス型生産関数」を伴う完全競
争経済を仮定すれば，「利潤分配率」は生産関数のパラメーターと完全に一致
してしまう．したがって，図 A2が示すように，生産関数のパラメーターによって決まる「
半直線」がを切るかを切るかによって，どちらの領域が出現するかが決まることにな
る29）．図 A2からわかるように，資本家の貯蓄性向が大きいほど，また，利潤分配率が大
きいほど，資本家と労働者が共存するパシネッティ均衡が出現する可能性が高くなる．
以上で説明したような「コブ・ダグラス型生産関数」を伴う完全競争経済を前提にする限り，
利潤分配率は生産技術のパラメーターによって完全に決まってしまい，利潤分配率の決定に
本来ピケティが問題にしたかったであろう社会経済的要因が入り込む余地がない．しかし，完全
競争の仮定を放棄してカレツキ（Kalecki（1971））が想定するような不完全競争経済を前提にす
れば，利潤分配率は，経済の「独占度」（degree of monopoly）を反映して決まる不完全競争企
29） ピケティが「資本主義の基本法則」と大袈裟に呼んでいるが実は単なる定義式である本文の（1）式を書
き直せば となるが，この式でを一定値に固定してグラフを描けば，図 A2の「半直線」が
得られる．なお，本稿の観点からは，ピケティが「資本主義の中心的な矛盾」であると主張する不等式こそが，矛盾でも何でもなく，「資本主義の基本法則」と呼ぶにふさわしい．
不等式は格差拡大の必要条件でも十分条件でもない
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業の「マークアップ率」（生産費用に対する利潤上乗せ率）によって決まるものとみなすことがで
きる．このようなアプローチでは，利潤分配率に影響を与える「独占度」決定の一要素として社
会経済的要因をモデルに導入することができる30）．このアプローチにおいては，経済の「独占度」
が高いほど利潤分配率が大きくなり，その結果二階級が共存するパシネッティ均衡が出現す
る可能性が高くなる．
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